
別紙２

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

自
治
事
務

法
定
受
託
事
務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

フリースクール支援事業 ○ H22 2 1 ○ 1,000 0 0 1,000 ○ ○ 0

教育振興基本計画策定事業〔事務局管理費〕 ○ H22 2 1 ○ 1,638 0 0 1,638 ○ △ 1,638

教育委員会費 ○ ○ S23 63 6 ○ 1,662 0 0 1,662 ○ ○ ○ 0

事務局管理費 ○ S23 63 6 ○ 13,469 0 0 13,469 ○ 0

教員研修のあり方検討会開催事業 元気な社会 ○ H23 1 1 ○ 454 0 0 454 ○ △ 454

5 4 2 0 15 5 0 18,223 0 0 18,223 0 1 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 2 0 △ 2,092

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分 活動指標2結果分類

福井新々元気宣言
における位置付け

平成
２３年度
予算額

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

 財源内訳 成果指標2結果分類

一般

平成２３年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）教育政策課

会計区分

課・室名

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応成果指標1結果分類活動指標1結果分類



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ
1 □ □ H22 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 24 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

1,000

1,000

1,000

12

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成23年度予算額

1,000

区　　　　　　分

活動

1,000

事業効果

の推移 成果

フリースクール支援事業 含まれる事業数

財源内訳

平均伸び率

※数値設定が困難なため、特記事項に記載

指標

生徒・保護者へのカウンセリングの実施回数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［事業内容］

[事業目的]

○不登校等による高校中退者の自立をサポートするため、民間団体と連携して高卒資格の取得を可能とする環境づくりを行う。

事務区分

Ⅱ

経過年数

○不登校生徒の受け皿となるフリースクールへの支援

[予算額および指標の推移等]

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

教育 教育政策

国　庫

県　単

その他

一般会計

事　業
開　始
年　度

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

事業終了
予定年度

特別会計
企業会計

会計区分

事      業      名

法定受託事務

□

計 画 の 達 成 状 況

指標

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

完　　了□

特　記　事　項

評価に基

づく今後

の 対 応

□

千　円

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

□

□ 終期の見直し

そ の 他

 〕　／　整備目標

廃　　止

※成果指標について
　この事業の目的は、民間団体と連携して高卒資格の取得を可能とする環境づくり
であり、定量的に測定することは困難である。

見　直　し　額

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

整理統合 □

拡　　充

継　　続

□

不登校等による高校中退者の自立支援のため、民間団体において、スクールカウンセラーの増員
や野外体験学習等が行われた。

不登校等による高校中退者の自立をサポートするため、不登校生徒の受け皿となる民間団体と連
携して高卒資格の取得を可能とする環境づくりを行う。

■

〕　　　＝　　　〔

12 0.0%

1,000

1,000

２３年度

結果分類目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

0.0%

0.0%

－１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ
1 □ ■ H22 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 23 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

2,770

112

106

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕〕　　　＝　　　〔

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

[事業目的]

○教育基本法第17条2項に基づき、福井県の「教育の振興のための施策に関する基本的な計画」として福井県教育振興基本計画を策定し、広く県民に周知する。

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

※数値設定が困難なため、特記事項に記載

見　直　し　額 △ 1,638

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

□

□

□ ■□

特　記　事　項

評価に基

づく今後

の 対 応

□

整理統合

継　　続

教育振興基本計画を平成23年9月に策定

□
教育振興基本計画の実現に向けて教育施策を展開

□

平均伸び率

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

教育 教育政策

結果分類

区　　　　　　分

1,638

584

教育振興基本計画策定事業〔事務局管理費〕 含まれる事業数

その他

一般会計

事　業
開　始
年　度

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

国　庫

県　単

○平成２２年１２月に策定された「福井県民の将来ビジョン」や、これまで３回にわたり行われた「教育・文化ふくい創造会議」の提言をもとに、福井県教育振興基本計画（案）を取りまとめる。
○策定にあたってはパブリックコメント制度により、県民からの意見を広く募集する。
○策定後の計画については計画書冊子、パンフレット等により広く県民に周知する。

[予算額および指標の推移等]

２３年度

経過年数

拡　　充

-40.9%

421.4%

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

千　円

※数値設定が困難なため、特記事項に記載

完　　了

終期の見直し

そ の 他

 〕　／　整備目標

廃　　止

※活動指標・成果指標について
　　今後おおむね１０年先を見通した教育の目指すべき姿と、今後５年間に総合的か
つ計画的に取り組むべき施策を県民に示す。

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

平成23年度予算額

1,638

区　　　　　　分

一　般　財　源 1,638

財源内訳

活動

事業効果

の推移 成果

指標

予　算　額　（単位：千円）

計 画 の 達 成 状 況

指標

国　　　　　庫

その他特定財源

－２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ
6 □ ■ S23 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 63 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

1,901 2,110 1,839 3,082

1,901 2,110 1,839 2,372

1,837 2,107 1,838 1,986

20 21 22 20

62 123 63 220

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成23年度予算額

1,662

区　　　　　　分

活動

1,662

事業効果

の推移 市町教育委員研修会参加者数成果

教育委員会費 含まれる事業数

財源内訳

3.3%

平均伸び率

55.8%

指標

教育委員会の開催数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［事業内容］

[事業目的]

○教育委員会の運営に要する経費

事務区分

Ⅲ

経過年数

１　定例教育委員会の開催（月２回）
２　臨時教育委員会の開催
３　県議会への出席
４　市町教育委員研修会の開催
５　市町教育委員会連絡協議会への補助
６　全国都道府県教育委員会連合会負担金

[予算額および指標の推移等]

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

教育 教育政策

国　庫

県　単

その他

一般会計

事　業
開　始
年　度

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

事業終了
予定年度

特別会計
企業会計

会計区分

事      業      名

法定受託事務

□

計 画 の 達 成 状 況

指標

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

完　　了□

特　記　事　項

評価に基

づく今後

の 対 応

□

千　円

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

□

□ 終期の見直し

そ の 他

 〕　／　整備目標

廃　　止

54

見　直　し　額

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

整理統合 □

拡　　充

継　　続

□
教育委員会を運営していく上で必要となる最小限度の経費を予算化している。

■

〕　　　＝　　　〔

18 -2.3%

1,662

1,662

２３年度

Ⅰ

結果分類目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

4.9%

-0.7%

－３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ
6 □ ■ S23 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 63 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

9,722 10,062 9,529 10,856

8,140 13,231 6,886 8,198

7,956 9,238 5,944 7,246

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕〕　　　＝　　　〔

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

[事業目的]

○教育庁事務局の運営

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

※数値設定が困難なため、特記事項に記載

見　直　し　額

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

□

□

■ □□

特　記　事　項

評価に基

づく今後

の 対 応

□

整理統合

継　　続

□
教育庁事務局を運営していく上で必要となる最小限度の経費を予算化している。

□

平均伸び率

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

教育 教育政策

結果分類

区　　　　　　分

13,469

11,217

事務局管理費 含まれる事業数

その他

一般会計

事　業
開　始
年　度

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

国　庫

県　単

１　教育庁事務局で採用する産休育休代替アルバイトの賃金
２　教育記者室管理運営委託
３　公用車損害賠償責任保険・自動車重量税
４　し尿浄化槽検査手数料
５　PCB廃棄物処理事業
６　微量PCB分析・判定経費

[予算額および指標の推移等]

２３年度

経過年数

拡　　充

9.0%

17.6%

0.8%

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

千　円

※数値設定が困難なため、特記事項に記載

完　　了

終期の見直し

そ の 他

 〕　／　整備目標

廃　　止

※活動指標・成果指標について
　管理的な経費が主であるため設定が困難

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

平成23年度予算額

13,469

区　　　　　　分

一　般　財　源 13,469

財源内訳

活動

事業効果

の推移 成果

指標

予　算　額　（単位：千円）

計 画 の 達 成 状 況

指標

国　　　　　庫

その他特定財源

－４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ
1 □ ■ H23 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成23年度予算額

454

区　　　　　　分

活動

454

事業効果

の推移 成果

教員研修のあり方検討会開催事業 含まれる事業数

財源内訳

平均伸び率

数値設定が困難なため特記事項に記載

指標

検討会の開催回数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［事業内容］

[事業目的]

○教員の資質のさらなる向上をめざして、福井大学と県教育研究所との連携による教員研修のあり方についての検討会を開催

事務区分経過年数元気な社会

教員研修と教育支援のあり方検討会の開催
（検討内容）
　・「学校拠点方式」による実践的な教師教育の充実
　・教育免許制度の改革をにらんだ全国初の現職教員の修士化システムの構築
　・教育研究所のあり方の検討

[予算額および指標の推移等]

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

教育 教育政策

国　庫

県　単

その他

一般会計

事　業
開　始
年　度

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

事業終了
予定年度

日本のモデル「福井の教育」

特別会計
企業会計

会計区分

事      業      名

法定受託事務

■

計 画 の 達 成 状 況

指標

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

完　　了□

特　記　事　項

評価に基

づく今後

の 対 応

□

千　円

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

□

□ 終期の見直し

そ の 他

 〕　／　整備目標

廃　　止

※成果指標について
　検討会の結果に基づき、24年度から研修システムの導入に向けた取組みを進め
る。

見　直　し　額 △ 454

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

整理統合 □

拡　　充

継　　続

□

有識者、学校関係者等の意見を踏まえ、新たな研修システムの確立に向けた報告書を取りまとめ
た。

検討会の結果に基づき、「学校拠点方式」の拡充と、県（教育研究所等）と福井大学（教職大学
院）との連携強化による校内研修を軸とした研修システムの導入を進めていく。

□

〕　　　＝　　　〔

3

454

454

２３年度

結果分類目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

－５－


